
　
令
和
元
年
度
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
を
合
わ
せ
た
歳
入
総
額

は
２
１
６
億
７
，３
７
９
万
５
千
円
で
、
前
年
度
よ
り
６
，７
５
７
万
８
千
円

の
増
、
歳
出
総
額
は
２
０
９
億
９
，１
６
８
万
８
千
円
で
、
前
年
度
よ
り

１
億
２
８
４
万
５
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
歳
入
総
額
か
ら
歳
出

総
額
を
差
し
引
い
た
収
支
は
、
６
億
８
，２
１
０
万
７
千
円
の
黒
字
と
な
り
ま

し
た
。

　
そ
の
う
ち
、
教
育
や
福
祉
、
土
木
な
ど
一
般
的
な
行
政
運
営
を
ま
か
な
う
一
般

会
計
で
は
、
歳
入
が
１
４
３
億
２
，３
４
６
万
円
で
、
前
年
度
よ
り
８
，２
２
９
万

５
千
円
の
減
（
０
．６
％
減
）、
歳
出
が
１
３
５
億
９
，４
２
８
万
５
千
円
で
、

前
年
度
よ
り
６
，３
３
０
万
１
千
円
の
減
（
０
．５
％
減
）
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
、
前
年
度

と
比
べ
て
８
，２
２
９
万
５
千
円
減
少

し
ま
し
た
。

　
減
少
し
た
主
な
要
因
と
し
て
、幼
児
教

育
無
償
化
に
伴
う
私
立
保
育
所
保
育
料

や
広
域
保
育
受
託
料
な
ど
の
減
に
よ
り

分
担
金
及
び
負
担
金
が
１
億
８
，８
１
０

万
５
千
円
減
少
（
71
．３
％
減
）
し
た

こ
と
や
、
統
合
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
建

設
の
完
了
に
伴
う
起
債
の
借
り
入
れ
減

に
よ
り
、
町
債
が
１
億
２
，０
３
０
万

円
の
減（
６
．６
％
減
）と
な
っ
た
こ
と

な
ど
が
主
な
要
因
で
す
。

　
ま
た
、
前
年
度
か
ら
の
繰
越
金
が
減

少
し
た
こ
と
に
よ
り
、
繰
越
金
が
２
億

８
，６
９
８
万
６
千
円
の
減
（
27
．７
％

減
）
と
な
っ
た
こ
と
も
要
因
で
す
。

　
一
般
会
計
の
歳
出
総
額
は
、
前
年
度

と
比
べ
て
６
，３
３
０
万
１
千
円
減
少

し
ま
し
た
。

　
減
少
し
た
主
な
要
因
と
し
て
、
統
合
学

校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
建
設
完
了
に
伴
い
、

普
通
建
設
事
業
費
が
２
億
３
，０
９
９

万
６
千
円
の
減（
８
．８
％
減
）と
な
っ

た
こ
と
や
、
平
成
20
年
度
に
借
り
入
れ

た
朝
日
中
学
校
建
設
事
業
や
鯖
江
・
丹

生
消
防
組
合
丹
生
分
署
建
設
事
業
の
起

債
の
償
還
が
終
了
し
た
こ
と
に
よ
り
、

公
債
費
が
１
億
１
，９
０
７
万
３
千

円
の
減（
９
．４
％
減
）と
な
っ
た
こ
と

が
要
因
で
す
。

全
会
計
の
決
算
状
況

一
般
会
計
・
歳
入
決
算
の
状
況

一
般
会
計
・
歳
出
決
算
の
状
況

歳  入
143億2,346万円

一般会計

町税
23億5,474万9千円
（16.4％）

自主財源
46億3,240万3千円 
（32.3%）

依存財源
96億9,105万7千円 
（67.7％）

地方交付税
52億3,080万9千円
（36.5%）

繰越金
7億4,816万9千円（5.2％）

分担金及び負担金
7,564万8千円（0.5％）

繰入金
5億5,412万6千円（3.9％）

諸収入
2億9,587万9千円（2.1％）
使用料及び手数料
1億3,361万1千円（0.9％）
財産収入  3億9,924万2千円（2.8％）
寄付金  7,097万9千円（0.5％）

地方譲与税
1億2,223万6千円（0.9％）

地方消費税交付金
3億5,314万1千円（2.5％）

交通安全対策特別交付金
146万4千円（0.0％）
株式等譲渡所得割交付金
739万2千円（0.1％）
配当割交付金
1,326万4千円（0.1％）
利子割交付金
242万4千円（0.0％）
地方特例交付金
5,987万2千円（0.4％）
自動車取得税交付金
1,809万3千円（0.1％）
自動車税環境性能割交付金
588万1千円（0.0％）

国庫支出金
11億8,211万3千円
（8.3%）県支出金

9億9,276万8千円
（6.9%）

町債
17億160万円
（11.9%）

歳  出
135億9,428万5千円

一般会計

［性質別］

人件費
18億2,832万8千円
（13.4%）

扶助費
19億913万4千円
（14.0%）

公債費
11億5,152万5千円

（8.5%）

義務的経費
48億8,898万7千円
（36.0％）

投資的経費
24億6,952万8千円
（18.2％）

その他の経費
62億3,577万円
（45.9％）

補助費等
22億2,089万4千円
（16.3%）

繰出金
14億1,216万4千円
（10.4%）

普通建設事業費
24億162万4千円
（17.7%）

物件費
16億7,906万2千円
（12.4%）

災害復旧費
6,790万4千円
（0.5%）

維持補修費
1億4,905万4千円
（1.1%）

積立金
7億3,299万6千円
（5.4%）

貸付金
4,160万円
（0.3%）

（　）構成比

（単位：千円）

区　　分　

　会　　計　

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出
差引残額

（A）ー（B）（A） 対前年度比
（%） （B） 対前年度比

（%）

一　般　会　計 14,323,460 ▲ 0.6 13,594,285 ▲ 0.5 729,175

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

国 民 健 康 保 険 事 業 2,382,378 0.5 2,378,449 2.1 3,929

介 護 保 険 事 業 2,432,715 3.3 2,390,807 4.0 41,908

後期高齢者医療事業 264,389 ▲ 1.6 262,827 ▲ 2.0 1,562

簡 易 水 道 事 業 450,501 ▲ 3.8 443,994 ▲ 4.1 6,507

公 共 下 水 道 事 業 721,977 17.6 708,447 16.6 13,530

集 落 排 水 事 業 290,221 ▲ 8.6 284,129 ▲ 9.1 6,092

温 泉 事 業 21,879 ▲ 26.0 20,782 ▲ 25.9 1,097

農林漁業体験実習館事業 28,007 8.5 28,007 8.5 0

土 地 区 画 整 理 事 業 26,830 47.9 26,830 47.9 0

企
業
会
計

上水道事業
収益的収支 272,756 ▲ 0.9 264,154 ▲ 2.1 8,602

資本的収支 92,926 14.8 158,993 6.5 ▲ 66,067

国民健康保
険病院事業

収益的収支 304,510 ▲ 7.3 302,530 ▲ 5.5 1,980

資本的収支 61,246 21.6 127,454 ▲ 9.0 ▲ 66,208

合　　　　　計 21,673,795 0.3 20,991,688 0.5 682,107

※決算額の千円未満を四捨五入しています。

●
人
に
優
し
い
道
路
網
の
整
備

　

安
全
・
安
心
に
通
行
で
き
る
道
路
を

確
保
す
る
た
め
、
国
の
補
助
金
を
活
用

し
な
が
ら
、
町
道
の
改
良
や
維
持
補
修
、

消
雪
設
備
の
整
備
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

	

５
億
４
，２
６
４
万
６
千
円

●
美
し
い
ふ
る
さ
と
の
景
観
保
全

　

重
要
文
化
的
景
観
の
選
定
に
よ
る
越

前
海
岸
の
水
仙
畑
と
農
村
景
観
の
保
存
、

活
用
を
目
指
し
、
有
識
者
や
水
仙
農
家
、

福
井
県
、
関
係
自
治
体
と
連
携
を
図
り

な
が
ら
文
化
的
景
観
保
存
計
画
を
策
定

し
ま
し
た
。

	

２
６
４
万
８
千
円

　

景
観
法
に
基
づ
き
良
好
な
景
観
を
形

成
す
る
た
め
、
ま
た
、「
越
前
海
岸
の
水

仙
群
生
地
」
の
重
要
文
化
的
景
観
の
選

定
を
受
け
る
た
め
、
策
定
委
員
会
を
開

催
し
景
観
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。

	

５
３
２
万
４
千
円

●
ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
整
備
・
充
実

　

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
キ
ャ
ン
プ
誘
致

に
向
け
て
、
人
工
芝
ホ
ッ
ケ
ー
場
の
人

工
芝
張
替
を
行
い
ま
し
た
。

	

１
億
５
，６
２
４
万
６
千
円

●
漁
村
の
活
性
化

　

漁
業
経
営
体
の
経
営
基
盤
を
強
化
し
、

漁
獲
量
の
増
加
に
向
け
大
型
定
置
網
の

沖
道
網
導
入
に
対
し
て
支
援
す
る
こ
と

で
、
漁
業
の
持
続
的
安
定
的
な
漁
獲
の

確
保
を
図
り
ま
し
た
。

	

１
，９
５
０
万
円

●
商
業
経
営
の
安
定
化
支
援

　

旧
地
区
単
位
で
発
行
し
て
い
た
カ
ー

ド
を
統
一
し
た
「
え
ち
ぜ
ん
ｅ
カ
ー
ド
」

を
新
規
に
発
行
し
、
加
盟
店
へ
の
カ
ー

ド
機
の
設
置
費
用
、
カ
ー
ド
作
成
費
用

の
一
部
を
補
助
し
ま
し
た
。

	

５
８
４
万
２
千
円

快
適
で
安
全
に
住
め
る

ま
ち
づ
く
り

●
地
域
防
災
力
の
向
上

　

防
災
士
を
対
象
と
し
た
研
修
会
を
行

い
、
防
災
士
に
よ
る
組
織
「
防
災
士
エ

キ
ス
パ
ー
ト
え
ち
ぜ
ん
（
Ｂ
Ｅ
Ｅ
）」

の
設
立
準
備
を
行
う
な
ど
、
防
災
力
の

向
上
を
図
り
ま
し
た
。

	

73
万
５
千
円

●
子
育
て
環
境
の
充
実

　

西
徳
寺
保
育
園
が
認
定
こ
ど
も
園
へ

移
行
す
る
こ
と
に
伴
い
、
国
・
県
の
交

付
金
な
ど
を
活
用
し
、
園
の
移
転
新
築

に
要
す
る
費
用
を
補
助
し
ま
し
た
。

	

１
億
６
，２
１
１
万
２
千
円

●
子
育
て
支
援
体
制
の
強
化

　

1
歳
6
か
月
児
・
3
歳
児
健
診
の
他
、

発
育
発
達
の
様
子
を
確
認
し
、
就
学
に

向
け
て
の
準
備
を
開
始
す
る
こ
と
を
目

的
に
、
学
校
教
育
部
門
、
保
育
所
と
連

携
し
て
新
た
に
5
歳
児
健
診
を
実
施
し

ま
し
た
。

	

２
３
０
万
３
千
円

●
学
校
教
育
施
設
の
整
備
・
充
実

　

小
中
学
校
の
特
別
教
室
に
空
調
設
備

を
設
置
し
、
老
朽
化
し
た
施
設
の
改
修

を
行
い
、
快
適
で
安
全
・
安
心
な
教
育

環
境
の
充
実
を
図
り
ま
し
た
。

	

１
億
１
，９
０
０
万
２
千
円

人
が
輝
き
豊
か
な
心
が
満
ち

あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り

●
文
化
財
の
保
護
・
継
承

　

平
成
22
年
度
か
ら
5
年
に
わ
た
っ
て

発
掘
調
査
を
行
っ
た
番
城
谷
山
古
墳
群

の
調
査
成
果
を
整
理
し
、「
番
城
谷
山
古

墳
群
発
掘
調
査
報
告
書
」
を
刊
行
し
ま

し
た
。

	

１
４
６
万
４
千
円

●
行
政
拠
点
施
設
の
整
備

　

防
災
拠
点
機
能
を
備
え
、
町
民
の
安

全
と
安
心
を
守
り
、
町
民
が
利
用
し
や

す
い
越
前
町
役
場
新
庁
舎
建
設
工
事
を

実
施
し
ま
し
た
。

	

６
億
８
，７
４
１
万
７
千
円

人
と
仕
事
の
　
　
　
　
　
　

活
力
み
な
ぎ
る
ま
ち
づ
く
り

ふ
る
さ
と
の
個
性
を
活
か
し

交
流
を
育
む
ま
ち
づ
く
り

持
続
可
能
な

健
全
行
政
の
ま
ち
づ
く
り

わたしたちの予算が「まちづくり」のためにどのように使われたかを報告します。わたしたちの「越前町」の決算報告令和
元年度

誰
も
が
健
康
で
暮
ら
し
や
す
さ

を
実
感
で
き
る
ま
ち
づ
く
り

▲重要文化的景観の選定を目指す
　「越前海岸の水仙群生地」

▲国際的な公式試合にも対応可能な
　人工芝ホッケー場

▲発掘調査を行った
　「番城谷山古墳群」▲まもなく完成する役場新庁舎
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健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
は
、
地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律

に
よ
り
、
各
年
度
決
算
に
基
づ
き
算
定
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
比
率
に
は
、
法
律
で
定
め
ら
れ
た
早
期

健
全
化
基
準
や
経
営
健
全
化
基
準
が
あ
り
ま
す
。

比
率
の
い
ず
れ
か
が
基
準
を
超
え
た
場
合
は
、
財

政
健
全
化
計
画
や
経
営
健
全
化
計
画
を
策
定
し
、

財
政
の
早
期
健
全
化
や
公
営
企
業
の
経
営
の
健

全
化
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

越
前
町
の
令
和
元
年
度
決
算
で
は
す
べ
て
の

比
率
が
基
準
を
下
回
り
、財
政
は「
健
全
」と
な
っ

て
い
ま
す
。

令和元年度決算の越前町の財政指標

財政指標区分 越前町 早期健全化
基準

財政再生
基準

実 質 赤 字 比 率 黒字のため健全 13.91% 20.0%

連結実質赤字比率 黒字のため健全 18.91% 30.0%

資 金 不 足 比 率 全会計で
資金不足無し 20.0% ―

実質公債費比率 9.1% 25.0% 35.0%

将 来 負 担 比 率 16.2% 350.0% ―

財
政
状
況

わ
た
し
た
ち
の
ま
ち
の

令
和
元
年
度
決
算
の
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
は「
健
全
」

　
「
実
質
公
債
費
比
率
」と
は
、
町
債（
借
金
）

の
返
済
額
な
ど
が
標
準
財
政
規
模（
※
）に
占

め
る
割
合
で
す
。
町
債
の
返
済
額
な
ど
に
は
、

一
般
会
計
だ
け
で
な
く
、
上
下
水
道
・
病
院
の

公
営
企
業
会
計
、
ご
み
・
し
尿
処
理
や
消
防
の

業
務
を
行
う
一
部
事
務
組
合
に
対
す
る
町
か
ら

の
負
担
金
の
う
ち
、
団
体
の
借
金
の
返
済
に
充

て
ら
れ
た
と
み
ら
れ
る
額
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
、
町
に
対
す
る
借
金
に

関
係
す
る
負
担
が
大
き
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
普
通
交
付
税
の
額
や
臨
時
財
政
対
策
債
の
発

行
可
能
額
が
減
少
し
た
も
の
の
、
朝
日
中
学
校

建
設
事
業
な
ど
の
大
型
事
業
の
償
還
終
了
に
よ

り
町
債
の
返
済
額
も
減
少
し
た
た
め
、
単
年
度

実
質
公
債
費
比
率
は
減
少
し
ま
し
た
。

　
一
方
で
、
比
較
的
数
値
の
低
か
っ
た
平
成
28

年
度
の
単
年
度
実
質
公
債
費
比
率
が
算
定
対
象

か
ら
外
れ
た
こ
と
か
ら
、
実
質
公
債
費
比
率
は
、

令
和
元
年
度
決
算
で
は
９
．１
％
と
な
り（
３

か
年
平
均
）、
前
年
度
と
比
べ
０
．４
ポ
イ
ン

ト
悪
化
し
ま
し
た
。

（
※
）	町
税
や
普
通
交
付
税
、
各
種
譲
与
税
・
交

付
金
な
ど
、
使
途
が
限
定
さ
れ
な
い
通

常
の
年
間
収
入
の
合
計
額

　
「
将
来
負
担
比
率
」
と
は
、
町
全
体
の
借
金

額（
将
来
負
担
額
）が
標
準
財
政
規
模
に
占
め

る
割
合
で
す
。
将
来
負
担
額
は
、
次
の
も
の
な

ど
の
合
計
で
す
。

◦
町
債（
借
金
）の
残
高

◦
上
下
水
道
・
病
院
の
公
営
企
業
会
計
の
借
金
の

返
済
に
充
て
る
一
般
会
計
な
ど
の
負
担
見
込
額

◦
職
員
の
退
職
手
当
支
給
予
定
額

　

一
方
、
基
金（
貯
金
）
の
残
高
な
ど（
充
当

可
能
財
源
）が
あ
れ
ば
、
将
来
負
担
額
か
ら
控

除
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
、
現
在
背
負
っ
て
い

る
借
金
な
ど
が
将
来
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性

が
高
い
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
町
で
は
、
町
債
の
残
高
の
縮
減
や
財
政
調
整

基
金
へ
の
積
立
て
に
よ
り
将
来
的
な
負
担
の
軽

減
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。

　
こ
の
結
果
、
将
来
負
担
比
率
は
、
令
和
元
年

度
決
算
で
は
16
．２
％
と
な
り
、
最
も
比
率
の

悪
か
っ
た
平
成
19
年
度
と
比
べ
る
と
１
３
５
．

２
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。
し
か
し
、
前

年
度
と
比
べ
た
と
こ
ろ
、
本
庁
舎
整
備
事
業
や

人
工
芝
ホ
ッ
ケ
ー
場
改
修
事
業
な
ど
大
型
事

業
の
実
施
よ
り
起
債
残
高
が
増
加
し
た
た
め
、

６
．４
ポ
イ
ン
ト
悪
化
し
ま
し
た
。

　
9
月
補
正
予
算
の
補
正
額
は
、
次
の
と

お
り
で
す
。（
※
補
正
額
は
6
月
補
正
後

に
専
決
し
た
予
算
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。）

【
主
な
補
正
内
容
】

▪
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ

り
売
り
上
げ
が
落
ち
込
む
町
内
の
民

宿
・
旅
館
・
飲
食
店
を
応
援
す
る
た
め
、

プ
レ
ミ
ア
ム
商
品
券
の
発
行
や
宿
泊

ク
ー
ポ
ン
券
の
発
行
、
支
援
金
の
給

付
に
係
る
費
用
を
計
上

（
７
，５
４
０
万
円
）

▪
小
中
学
生
一
人
一
台
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

等
を
整
備
す
る
ほ
か
、
災
害
等
の
緊

急
時
に
在
宅
で
学
習
を
継
続
で
き
る

よ
う
可
搬
型
通
信
機
器
の
整
備
費
用

を
計
上（

１
億
９
，０
３
２
万
８
千
円
）

実
質
公
債
費
比
率
は 

9
．1
％

将
来
負
担
比
率
は
16
．2
％

令和2年度9月補正予算の概要
予算規模

補正前予算額 補正額 補正後予算額

一般
会計 158億7,926万8千円 4億2,713万7千円 163億640万5千円

特別
会計 64億9,661万1千円 5,714万2千円 65億5,375万3千円

事業
会計 8億2,612万円 410万円 8億3,022万円

合計 232億199万9千円 4億8,837万9千円 236億9,037万8千円

越前かに太郎の家計簿
2ページの「令和元年度一般会計決算の歳入額と歳出額（性質別）」を
1,000分の1にし、「越前かに太郎」の1年間の家計に置き換えてみました。収　入 支　出

①給料	 235万円
・町税（町民税や固定資産税など、みなさんから納められた税金）

①生活費	 573万円
・人件費（各種委員の報酬や職員給与に係るお金）
・物件費（施設の管理費や事業の委託料など）
・補助費等（団体などに対する負担金や補助金）

③貯金の取崩し	 55万円
・繰入金（町が積み立てているお金（基金）の取崩しや特別会計・
企業会計から受け入れるお金）

③借金の返済金	 115万円
・公債費（町債の元金及び利子の支払いに係るお金）

⑤修繕費	 15万円
・維持補修費（町の施設の修繕に係るお金）

⑦貯金	 73万円
・積立金（基金に積み立てるお金）

⑧知人への貸付金	 4万円
・貸付金（団体などに対し貸し付けるお金）

④前年度の残金	 75万円
・繰越金（前年度決算からの繰越金）

④家の増築や車の購入費	 247万円
・普通建設事業費（町の施設や道路などの新・増築や大規模な設
備の購入に係るお金）

・災害復旧費

小計（A）　※自主財源	 463万円

小計（B）　※依存財源	 969万円

収入合計 （A）＋（B）	 1 ,432万円 支出合計	 1,359万円

②財産・臨時収入	 98万円
・使用料（町の施設や設備の利用料など）
・負担金（町の事業で利便を受ける人が負担するお金）
・諸収入（貸付金の元利収入や団体・個人からの負担金など）
・財産収入（町の土地などの売却代金）
・寄附金（個人や団体から寄附されるお金）

②医療費	 191万円
・扶助費（子どもや高齢者､ 障がい者の福祉などに係るお金）

⑤支援金	 799万円
・地方交付税（国から交付されるお金）
・国 ･県からの補助金（法律などに基づく交付金や事業の実施に
対する補助金）

⑥子どもへの仕送り	 141万円
・繰出金（特別会計や事業会計に支出されるお金）

⑥借入れ	 170万円
・町債（銀行などからの借金）

町
債（
借
金
）と
基
金（
貯
金
）の
年
度
末
現
在
高
の
推
移0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

40000
（百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成23年度平成22年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
（年度末）

平成24年度

36,511

令和元年度平成30年度平成29年度

17,48717,628

町債現在高 基金現在高

ピーク時から約190億円の減

7,009 5,736 4,692 4,492 4,732 4,513 4,965 5,291 5,446 6,212 6,825 6,935 6,587

35,461 33,099 32,061 30,354 28,104 26,075 24,618 22,544 21,211 19,996 18,627

6,799

17,455

6,997

　

令
和
元
年
度
末
の
一
般
会

計
、特
別
会
計
、企
業
会
計
を

合
わ
せ
た
町
債（
借
金
）の
現

在
高
は
１
７
４
億
５
，５
５
１

万
６
千
円
で
前
年
度
よ
り

３
，１
１
０
万
７
千
円
の
減

少
、
基
金（
貯
金
）の
現
在
高

は
69
億
９
，６
６
１
万
２
千

円
で
前
年
度
よ
り
１
億
９
，

８
１
０
万
８
千
円
の
増
加
と

な
り
ま
し
た
。

　

町
債
の
発
行（
借
金
）は
、

元
利
償
還
金（
返
済
金
）を
上

回
ら
な
い
よ
う
、
計
画
的
に

事
業
を
実
施
す
る
な
ど
、
町

債
現
在
高
を
着
実
に
減
少
さ

せ
、
財
政
の
健
全
化
を
進
め

て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
基
金
は
、
地
方
財

政
法
に
基
づ
き
、
前
年
度
の

余
剰
金
の
半
分
を
積
み
立
て

る
こ
と
に
よ
り
、
事
業
の
実

施
や
収
入
の
減
少
な
ど
、
将

来
的
な
財
政
負
担
に
備
え
て

い
ま
す
。

町民1人あたり現在高

町債（借金） 約82万円

基金（貯金） 約33万円
※それぞれの現在高を、令和元年度末の

越前町の住民基本台帳人口21,218人で
割って算出しています。

特  集


